
 

事 務 連 絡   

令和８年３月 19日  

 

各都道府県消防防災主管部(局)  御中  

 

消 防 庁 総 務 課   

 

令和８年度消防庁広報施策テーマについて 

 

 平素から、消防防災関係の広報につきまして、格別の御尽力を賜り、厚く御礼申

し上げます。 

 さて、火災をはじめ、各種災害の発生を防止するとともに、その被害を最小限に

くい止めるためには、国民一人ひとりが防火・防災を自らの課題として考え、行動

していくことが強く望まれます。 

そのため、消防庁では、防火・防災に関する情報を提供し、国民の安全・安心を

維持向上させていくことを目的に、毎年度広報施策テーマを定め、記者発表や下記

の媒体の活用により、広く国民に対し広報活動を実施しております。また、映画や

テレビドラマなどのメディアと連携した広報にも取り組んでいるところです。 

今般、令和８年度の消防庁広報施策テーマにつきまして、別添のとおり作成いた

しましたので、各団体におかれましては、当該広報施策テーマをご参考のうえ、地

域の実情に応じて、消防防災分野で効果的な広報活動を推進されますようお願いし

ます。 

また、消防庁Ｘにおいても広報施策テーマに関連した投稿を予定しております。

消防本部においてＸのアカウントをお持ちの場合は、消防庁Ｘの投稿をリポストい

ただき、情報発信にご協力のほどよろしくお願いいたします。 

 各都道府県消防防災主管部（局）におかれましては、貴都道府県内の市町村に対

し、その旨周知いただきますよう併せてお願いします。 

 

記 

 

１ 消防庁の広報媒体（消防の動き、ホームページ、Ｘ(旧Twitter)、YouTube等） 

 

２ 総務省の広報媒体（広報誌、ホームページ、Ｘ（旧Twitter）、Instagram等） 

 

３ 内閣府の広報媒体（ホームページ、テレビ・ラジオ番組等） 

 

 
【担 当】 

消防庁総務課広報係 

神田、中村、池内 

TEL：03(5253)7521 



１　月別広報施策（各種行事や災害傾向とリンクした、一定のタイミングで広報するもの）

月 広報施策 要　　　旨 担当課

市町村長の災害対応力
強化のための研修

　市町村長に対し、災害の警戒段階から発災後に至る各局面における必要な対応や意
思決定についての実践的なシミュレーションを行う研修の受講を呼びかける。

防災課

消防団員のマイカー共
済について

　災害時に急を要する消防団活動のために消防団員がやむを得ず自家用車を使用する
場合の災害被害に備え、マイカー共済・保険の積極的な活用を呼びかける。

地域防災室

熱中症の予防

　令和７年の５月から９月までにおける全国の熱中症による救急搬送人員が100,510
人と、集計を開始した平成20年以降、最多となったことを踏まえ、熱中症患者が増加
し、特に救急需要の高まりが見られる夏季を待たずして早期に、暑熱順化等に関する
周知を図り、熱中症への備えを呼びかける。

救急企画室

マイナ救急の機能拡充
　マイナ救急を実施するためには住民のマイナ保険証が必要となることから、認知度
向上のため、引き続き、積極的な広報を展開する。あわせて、令和８年４月よりマイ
ナ保険証を搭載したスマートフォンも利用可能となることについて周知を図る。

救急企画室

消防本部におけるハラ
スメント対策の徹底に
ついて

　「消防本部における女性消防吏員の更なる活躍の推進及びハラスメント対策の徹底
について」（令和８年１月14日付け消防消第11号消防庁消防・救急課長通知）等を踏
まえ、引き続き、ハラスメント防止に関する各種の対策を徹底するよう各消防本部に
呼びかける。

消防・救急課

風水害に対する備え

　近年、集中豪雨や台風により、河川の氾濫等による浸水被害、がけくずれや地すべ
り、土石流等の土砂災害や高潮災害等が全国各地で発生している。これらの災害によ
る被害を軽減するため、危険箇所の把握など日頃からの備えの大切さを呼び掛けると
ともに、報道機関や防災行政無線等による気象情報（予報・警報、防災情報等）の収
集に努め、自主的な防災活動や適切な避難を行うなど風水害に対する住民の心構えを
呼び掛ける。

防災課

ｅ-カレッジによる防
災・危機管理教育のお
知らせ

　大規模災害発生時における被害の軽減を図るためには、防災・危機管理に関する知
識の習得及び災害対応能力の向上を図ることが極めて重要であることから、インター
ネット上で防災・危機管理に関する学びの場を提供しているｅ-カレッジ（遠隔教
育）に掲載している動画の視聴を呼びかける。

防災課

消防分野における最新
技術活用検証事業の実
地検証（内閣府事前防
災対策推進費）

　スタートアップ企業等が開発した最新技術のうち、消防活動に活用できる可能性が
あるものについて、消防機関における実地検証を行う。
　AIとドローンを活用した災害被害状況把握技術、ドローンを活用した夜間の情報収
集技術、パワーアシストスーツの検証を行い、検証結果の横展開を通じて、消防分野
への最新技術導入に係る手法の確立を図る。

技術戦略室

令和８年度消防防災科
学技術研究推進制度
（競争的研究費）の研
究課題の募集について

　消防防災科学技術研究推進制度（競争的研究費）の公募開始を広く周知し、当該制
度は消防機関等の参画を必須としていることから、積極的に協力いただくとともに、
地域の大学、研究機関、事業者等に当該制度の趣旨や内容について積極的に周知いた
だくよう呼び掛ける。
　また、災害対応上有効と認められる新技術について、積極的に現場への導入を検討
するよう呼び掛ける。

技術戦略室

国民保護のための避難
行動の周知促進

　国民保護に係る警報のサイレン音、Jアラート、弾道ミサイル飛来時などの国民保
護事案時の避難行動について周知を図るとともに、市町村長等に対し、弾道ミサイル
を想定した住民避難訓練への積極的な参加を呼びかける。

国民保護室
国民保護運用室
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月 広報施策 要　　　旨 担当課

危険物安全週間
　毎年６月の第２週は「危険物安全週間」である。危険物関係事業所における自主保
安体制の確立を呼び掛けるとともに、広く国民の危険物に対する意識の高揚と啓発を
図る。

危険物保安室

地震に対する日常の
備え

　地震には、何よりも家庭や職場での普段の備えが大切である。日頃から家庭や職場
で防災会議などの話し合いをもち、備蓄品・非常持出品の準備や住まいの安全点検等
について周知を図り、地震に対する備えを呼び掛ける。

防災課

熱中症の予防

　熱中症のしくみや、熱中症にならないために心がけていただきたいこと（こまめな
水分補給、エアコンの適切な使用等）、熱中症予防のための消防庁の様々な予防啓発
コンテンツの紹介等を通じて、本格的な暑さが始まり、熱中症による救急搬送人員が
増加する７月以降に向けて、改めて熱中症への備えを呼びかける。

救急企画室

消防力の充実・強化の
ための新技術現場実装
モデル事業

　新技術の導入にあたっては、いきなり本格的な運用に移行するのではなく、限定的
な環境下での試行を通じて有効性や課題を検証する「パイロットスタディ」が必要で
ある。
　そのため、消防力の充実・強化のための新技術現場実装モデル事業を通じて、規模
や特性の異なる消防機関においてパイロットスタディを行い、実際の消防活動に即し
た新技術の運用要領を示すとともに、現場導入事例の成果を蓄積し、広く周知する。

技術戦略室

火遊び・花火による
火災の防止

　火遊びは出火原因の上位にあり、火遊びをなくす上で重要なことは、日頃からの防
火教育である。また、夏は、花火のシーズンであるが、取扱い上の不注意から毎年火
災が発生している。そこで、全国の家庭に対して火遊び・花火による火災防止の注意
を呼び掛ける。

予防課

石油コンビナート災害
の防止

　石油等の危険物や高圧ガスの集積地帯である石油コンビナート等特別防災区域にお
ける防災体制の充実強化を呼び掛ける。

特殊災害室

台風に対する備え

　毎年８月、９月の台風シーズンには、各地で大きな被害が発生している。これらの
被害を軽減するため、各家庭における台風に対する備えを呼び掛けるとともに、台風
接近時には、防災行政無線等による気象情報（予報・警報）にも耳を傾けるよう呼び
掛ける。

防災課

全国防災・危機管理
トップセミナー

　首長の危機管理意識の一層の向上を図り、具体的な災害対応の危機事態において、
首長がリーダーシップを十分発揮し、的確な危機対応を行うことができるよう、全国
の市区長を対象として開催したセミナーの様子を発信する（録画放送での視聴可）。

防災課

住民自らによる災害へ
の備え

　各地方公共団体では、大規模災害に備えた様々な応急対策や他の地方公共団体との
応援協定の締結等について検討・実施しているが、大規模災害の発生直後は、地域住
民自らによる防災活動が大変重要であり、また効果的である。
　このため、住民の自主的な防災活動についての理解を求め、積極的な防災訓練への
参加など災害への備えを呼び掛ける。

地域防災室

電気機器等の安全な取
扱い

　電気機器等の正しい使用方法や、使用開始時における点検整備の実施等の周知を行
い、電気機器等からの出火防止を呼び掛ける。

予防課

危険物施設等における
事故防止

　近年高い水準で推移している危険物事故に関し、事故の原因や状況等を踏まえた事
故防止対策等を周知する。

危険物保安室

火山災害に対する備え
　火山災害は、その態様が多岐にわたるほか、広域化、長期化するおそれがあるな
ど、他の災害には見られない特殊性を持っており、火山災害に対する正しい知識の周
知を図り、日頃からの備えを呼び掛ける。

防災課

防災訓練への参加の
呼び掛け

　毎年９月１日は「防災の日」、８月30日から９月５日は「防災週間」である。地震
が発生した場合の火の始末、初期消火、応急救護、安全避難等、地震時における心得
をしっかり身に付けるため、防災訓練へ積極的な参加を呼び掛ける。

防災課

AIの積極的な導入
　AIに関する政府戦略を踏まえ、消防庁が策定した「消防技術戦略ビジョン」に基づ
き、消防分野におけるAIの研究開発・実用化や現場導入を推進を図る。

技術戦略室
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月 広報施策 要　　　旨 担当課

９月９日は救急の日

　毎年９月９日は、「救急の日」であり、この日を含む一週間を救急医療週間とし
て、救急業務の普及啓発運動を全国的に実施するとともに、救急業務及び救急医療に
対する国民の理解と認識を深めるために、各種行事等への積極的な参加を呼び掛け
る。

救急企画室

住宅防火防災キャン
ペーン

　住宅火災による死者の低減を図るためには、逃げ遅れを防ぐ住宅用火災警報器等の
普及と併せ、高齢者の身体的状況を考慮し、火災の発生及び延焼を防止する環境づく
りが必要である。そのために有効な防炎品の使用及び住宅用消火器や地震火災対策に
有効な感震ブレーカーについて、老人の日・敬老の日等に合わせ普及を呼び掛ける。

予防課

全国少年消防クラブ交
流大会

　将来の地域防災の担い手育成を図るため、少年消防クラブ員が消防の実践的な活動
を取り入れた訓練等を通じて他地域の少年消防クラブ員と親交を深めることを目的に
「全国少年消防クラブ交流大会」を開催する。

地域防災室

事業所に対する消防団
活動への理解と協力の
呼び掛け

　消防団員の約７割が被雇用者であり、地域の安心・安全を確保するには、事業所等
の協力が必要であるため、「消防団協力事業所表示制度」の普及促進を図るととも
に、被雇用者が消防団員として活動できるよう進んで支援している事例等を紹介し、
消防団活動への事業所等の理解と協力を呼び掛ける。

地域防災室

地震火災対策について
　大規模地震発生時には、火災が同時に多くの場所で発生するおそれがある。地震発
生時に発生する割合の多い電気火災の抑制のための感震ブレーカーの普及推進や、地
震火災を防ぐための主なチェックポイントを周知し、地震火災対策を促進する。

予防課

住宅用火災警報器の
設置率等の調査結果

　毎年実施している住宅用火災警報器の設置率等の調査結果と合わせ、未設置世帯
（市町村条例に適合していない世帯を含む。）への設置広報、設置世帯への維持管理
広報を強化していく。

予防課

第31回全国消防操法大
会

　全国の消防団員の消防技術の向上と士気の高揚を図るとともに、消防活動の充実発
展に寄与することを目的とし、日頃の訓練により培った消防操法技術を競う全国大会
を開催する。

地域防災室

消防の国際協力に対す
る理解の推進

　毎年10月６日は、「国際協力の日」である。開発途上諸国の消防体制の充実等に資
するために、消防防災分野において実施している研修員の受入れ、専門家の派遣、さ
らには、大規模災害が発生した際の国際消防救助隊の派遣等、消防の国際協力につい
て、国民の理解と協力を呼び掛ける。

参事官

秋季全国火災予防運動
　火災が発生しやすい時季を迎えるに当たり、全国的に火災予防運動を展開して、事
業所及び国民一人ひとりに火災予防を呼び掛ける。

予防課

令和９年度消防防災科
学技術研究推進制度
（競争的研究費）の研
究課題の募集について

　消防防災科学技術研究推進制度（競争的研究費）の公募開始を広く周知し、当該制
度は消防機関等の参画を必須としていることから、積極的に協力いただくとともに、
地域の大学、研究機関、事業者等に当該制度の趣旨や内容について積極的に周知いた
だくよう呼び掛ける。
　また、災害対応上有効と認められる新技術について、積極的に現場への導入を検討
するよう呼び掛ける。

技術戦略室

津波による被害の防止
　地震が発生した場合、津波が襲来するおそれがあることから、強い揺れや弱くても
長い揺れがあった場合、又は大津波警報等を見聞きした場合には、直ちに海浜から離
れ高所へ避難する等、津波に対する知識の普及を図る。

防災課

女性防火クラブ活動の
理解と参加の呼び掛け

　女性防火クラブの役割と活動状況を紹介するとともに、家庭内の防火と地域の自主
防災体制の確立に女性が果たす役割の重要性について認識を深めてもらい、女性防火
クラブへの参加を呼び掛ける。

地域防災室

正しい119番通報要領の
呼び掛け《11月９日は
「119番の日」》

　119番通報の際、火災や救急等の災害種別や場所、災害状況などを正しく伝えられ
ないために被害が拡大したり、また、通報の遅れが消防隊の出場の遅れにつながり、
被害の拡大を招くおそれもあるため、適正・迅速な119番の利用を呼び掛ける。

防災情報室
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月 広報施策 要　　　旨 担当課

消防自動車等の緊急通
行時の安全確保に対す
る協力の促進

　「緊急自動車」として、道路交通法上の特例が認められている消防自動車や救急自
動車が緊急通行するためには、一般車両が進路を譲る等の協力が不可欠である。
　このため、消防自動車や救急自動車が緊急通行している場合の一般車両の対処方法
を広報するとともに、緊急通行時の安全確保に対して協力を呼び掛ける。

消防・救急課

雪害に対する備え

　雪による被害を軽減するためには、国民一人ひとりが雪害に対する認識をより深
め、対処することが必要である。
　このため、雪害に関する事例及び防災対策を紹介し、雪害に対する備えを呼び掛け
るとともに、防災行政無線等による気象情報（予報・警報）にも耳を傾けるよう呼び
掛ける。

防災課

消火栓の付近での駐車
の禁止

　消防隊が消火活動を実施し、被害を最小限に抑えるためには、消火栓や防火水槽等
の消防水利の確保が最も重要である。このため、一般車両の駐車等により、消防水利
の使用が阻害されないよう呼び掛ける。

消防・救急課

文化財防火デー
　毎年１月26日は「文化財防火デー」である。かけがえのない文化財を火災から守る
ために、国民一人ひとり及び関係者の防火意識の高揚を図る。

予防課

ストーブ火災の注意喚
起

　冬を迎え、各家庭では石油ストーブなどの暖房器具の使用が始まり、ストーブの取
り扱い不注意による火災が増加する時期でもある。
　この時期を捉え、給油時の注意点、可燃物から離しての使用など、暖房器具使用上
の留意点を広報する。

予防課

住宅の耐震化と家具の
転倒防止

　阪神・淡路大震災では、死者の８割以上が建物の倒壊による圧死者であり、また、
家具の転倒・落下による負傷者の発生やこれらの散乱による避難・救出の遅れなど間
接的な被害の発生も報告されていることを踏まえ、住宅の耐震化と建物内の家具の転
倒・落下防止対策の重要性を呼び掛ける。

防災課

全国防災・危機管理
トップセミナー

　首長の危機管理意識の一層の向上を図り、具体的な災害対応の危機事態において、
首長がリーダーシップを十分発揮し、的確な危機対応を行うことができるよう、全国
の町村長を対象として開催したセミナーの様子を発信する（録画放送での視聴可）。

防災課

春季全国火災予防運動
　秋季全国火災予防運動と同様に、全国的に火災予防運動を展開し、事業所及び国民
一人ひとりに火災予防を呼び掛ける。

予防課

全国山火事予防運動

　毎年２月、３月は、地域によっては「火入れ」なども始まる時期であり、積雪地帯
を除き全国的に乾燥注意報、強風注意報がたびたび発表される時期であることから、
農林業関係者や林野周辺の住民等に林野での火気の取扱いについて注意を呼び掛け
る。

特殊災害室

地域に密着した消防団
活動の推進

　平常時において地域に密着した消防団活動を行い、他の地域の模範となる消防団
や、消防団員である被雇用者の消防団活動に特に深い理解や協力を示す事業所に対す
る表彰事例を紹介し、消防団による地域活動を推進する。

地域防災室

外出先での地震の対処
　商店街や地下街あるいは乗り物に乗っているときなど、外出先で地震が起こった場
合にどのように行動すればよいかを周知するとともに、防災行政無線等による避難指
示に耳を傾けるよう呼び掛ける。

防災課

少年消防クラブ活動へ
の理解と参加の呼び掛
け

　入学期や進学期を前に、少年・少女を中心とした少年消防クラブの役割と活動状況
を紹介し、クラブ活動への積極的な参加を呼び掛けるとともに、少年期から消防防災
活動への知識と理解を育む。

地域防災室

3

2
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２　年間広報施策（月別広報施策には属さず、通年又は時期未定で広報するもの）

要　　　旨 担当課

① 林野火災の防止

　林野火災は年間を通じて発生しているが、降水量が少なく、空気が乾燥し、強風が吹く例
年、１月から増加し、特に２月から５月頃に多くなる傾向にある。
　この時期に火入れが行われることや、山菜採りやハイキング等で入山者が増加することによ
る火の不始末等も一因として考えられる。
　そのため、同時期において重点的に、山火事予防運動等の機会やＳＮＳ等の各種媒体を活用
した火の取扱いや不始末による出火の危険性、令和８年１月から各自治体において順次運用が
開始された林野火災警報・林野火災注意報の制度等の周知により、林野火災に対する国民の防
火意識の高揚を図る。

特殊災害室

② 消防技術戦略ビジョン

　近年、南海トラフ巨大地震や首都直下地震などの大規模地震を想定した災害対応力の強化、
風水害等をはじめとする災害の激甚化・頻発化、社会経済活動など消防を取り巻く環境は大き
く変化している。
　こうした状況を踏まえ、今後、消防庁として重点的に取り組んでいく研究開発のテーマや、
その推進に向けた取組の方向性を「消防技術戦略ビジョン」としてとりまとめたことから、研
究機関、企業、消防機関等に対しビジョンの趣旨及び５つの重点分野を周知する。
　あわせて「消防防災科学技術研究推進制度（競争的研究費）」による重点分野の研究開発課
題の新技術の研究開発や「新技術現場実装モデル事業」を通じた運用要領・事例の共有等を広
報し、研究開発の促進と新技術の現場実装の横展開を図る。

技術戦略室

(1) 感震ブレーカーの普及推進
　大規模地震時に発生する火災は、停電からの通電再開に伴う出火など電気を原因とするもの
が多数を占めている。しかし、一般家庭や地域における感震ブレーカーの認知度は十分とはい
えないため、年間を通じて継続的な周知広報を図る必要がある。
　このため、感震ブレーカーの普及啓発に要する経費は、地域の防災力向上を目的として特別
交付税措置の対象とされており、自治体における広報活動などに対する財政的支援が講じられ
ているところである。
　また、消防庁では、延焼拡大の危険性が高い著しく危険な密集市街地の防火安全性を向上さ
せるため、当該地域において自治体が感震ブレーカー機器本体の購入費を補助し、住民に設置
を促す取組を支援している。
　こうした財政支援や補助制度を活用しつつ、自治体と連携して感震ブレーカーの設置促進を
図り、地域住民の防火・防災意識の一層の向上に努めることが重要である。

(2) リチウムイオン電池火災対策
　住宅火災件数を出火源別に見たとき、電気に起因する火災は増加傾向にあり、令和６年中で
は最も多くなっている。特に、近年、リチウムイオン電池等の充電式電池に起因する火災が増
加傾向にあり、消防庁では、リチウムイオン電池等による火災の防止等を図るため、関係省庁
と連携し、「リチウムイオン電池総合対策パッケージ」を取りまとめ、「令和８年春季全国火
災予防運動の実施について」（令和８年１月30日付け消防予第525号）により、消防本部に対
し周知しているところである。引き続き、消防本部と連携し、消防庁が作成した火災予防啓発
映像（ゆるサイと 火災・防災 再かくにん！）を活用しつつ、住民に対する注意喚起広報を図
る。

(1) 消防団活動に対する理解と協力の促進
　消防団は、火災はもとより、地震や風水害等の大規模災害時の避難誘導や救助活動を行うた
め、また、有事における国民保護の必要性から、地域の安心・安全を確保するために欠くこと
のできない組織であるとともに、地域コミュニティの維持・振興にも大きな役割を果たしてい
る。
　しかしながら、団員数の減少、高齢化、被用者団員の増加等の課題に直面しているところ、
地域防災力を充実強化していくためには、団員の処遇改善のほか、女性や若者をはじめとする
幅広い層に対する消防団への入団促進を図り、団員確保や消防団活動に対する地域住民や被用
者団員を抱える事業所等の理解促進が不可欠である。
　このため、ポスター、リーフレット等の広報媒体の活用や、ＳＮＳ等による実災害における
消防団の活動、地方公共団体が行う取組等の紹介のほか、消防団の充実強化につながる地方公
共団体の取組への支援等を通じて、消防団の果たす役割の重要性を啓発し、特に女性や若者を
中心に、消防団活動への積極的な参加を呼び掛け、団員の確保を図る。
　また、事業所の協力を通じて地域防災体制の一層の充実強化を図る「消防団協力事業所表示
制度」や大学生等の就職活動を支援する「学生消防団活動認証制度」の普及促進を図る。その
他、高校生についても未来の消防団を担う層として、学業との両立に留意しつつ、地域の実情
に応じて機能別分団などへの入団の促進を図る。

(2) 住民等による自発的防災活動の推進
　地震、風水害等の災害から身を守るためには、国民一人ひとりが防災に対する認識を深め、
地域の人々が連帯意識を持って防災活動に取り組み、災害時には地域ぐるみで対処することが
必要である。このため、住民自らによる効果的かつ実践的な防災訓練の実施と積極的な訓練へ
の参加、住民の手によるコミュニティにおける自主防災活動への参加等を促進するよう、「自
主防災組織等活性化推進事業」によって、地方公共団体が自主防災組織等を活性化するための
取組を支援する。
　また、事業所等に対し、自らの防災体制の強化を推進すると同時に、地域社会の一員とし
て、住民と一体となり地域防災体制の確立に積極的に貢献するよう呼び掛ける。
　これらに加えて、家庭内や地域で学習できるインターネットを通じたe-カレッジ※の活用に
よる防災教育訓練の普及を図る。

広報施策

消防団を中核とした
地域防災力の充実強化

火災予防について③ 予防課

地域防災室④

※防災課
（e-カレッジに

関すること）



(1) マイナ救急の全国展開の推進
　消防庁では、救急業務の円滑化を図るため、救急隊員が傷病者のマイナ保険証を活用し、病
院選定等に資する情報を把握する取組、いわゆる「マイナ救急」の全国展開を推進している。
　令和７年度は、全国全ての720消防本部5,334隊の参画を得て、マイナ救急の実証事業を行っ
た。マイナ救急を実施した事案の中には、「傷病者への救急救命処置と並行して、マイナ救急
で既往歴や薬剤情報等を確認できたため、これらの情報を搬送先医療機関に伝えることで早期
に緊急出術を行うことができ、一命を取り留めることができた」事例や「外出先の事故でお薬
手帳を所持していなかったが、薬剤情報が分かった」事例等があった。また、マイナ救急を活
用した救急隊員からは、「意識障害で情報把握が困難だったが、マイナ救急で既往歴が分かっ
たので、適切な処置ができた」、傷病者からは「マイナ保険証で緊急時に役立つ情報が得られ
るのは良い取組」、「意識がなくなる可能性もあったので持病が伝えられて助かった」、医師
からは「診療に重きを置くことができた」、「飲んでいる薬が事前に分かったので緊急手術の
事前準備ができた」という声を伺ったところ。令和７年度に引き続き、動画の作成、SNS
（Youtube、消防庁X等）で広報を行うとともに、全国の消防本部、都道府県等へ提供する。ま
た、政府広報を活用した各種メディアによる広報、ポスター、広報誌等により、国と自治体と
で連携した広報を実施する。

救急企画室

(2) 「救急安心センター事業（♯7119）」の普及啓発及び救急車の適時・適切な利用の推進
　令和６年中の救急自動車による救急出動件数は約772万件で、前年と比較して約８万件増加
した。中長期的にみると、高齢化の進展等により救急需要は今後も増大する可能性が高いこと
が示されており、救急活動時間の延伸を防ぐとともに、これに伴う救命率の低下を防ぐための
対策が必要である。
　地域の限られた救急車が緊急性の高い症状の傷病者にできるだけ早く到着できるようにする
ため、電話相談「救急安心センター事業（♯7119）」の全国展開を推進する。
 また、住民による緊急度判定を支援する全国版救急受診アプリ「Q助」の利用を促進する。

(3) 住民に対する応急手当の普及啓発
　心肺機能停止傷病者の救命のためには、早期に、現場に居合わせた一般市民による、自動体
外式除細動器（AED）の使用を含めた適切な心肺蘇生の実施が重要であるため、応急手当の知
識や技術の習得を心掛けるよう積極的に呼び掛ける。
　また、消防庁が公開する「応急手当WEB講習」の活用により受講機会の拡大を図り、適切な
応急手当の普及啓発に努める。

(4) 熱中症の予防
　熱中症による救急搬送人員数は高い水準で推移しており、令和７年５月から９月までの熱中
症による救急搬送人員数の累計は100,510人となり、集計を開始した平成20年以降、最多と
なった。
　熱中症への対応は、国民の生命と安全にとって極めて重大な課題であることから、消防庁で
は、夏期に全国の消防本部を対象に熱中症による救急搬送人員の調査を実施し、調査結果を週
ごとに公表するとともに、消防庁ホームページ「熱中症情報」サイトにおける、熱中症対策リ
－フレットや予防啓発コンテンツ（ポスター、ビデオ、イラスト、音声メッセージ）の提供、
X（旧ツイッター）による情報発信、各自治体における効果的な取組事例集の紹介などを通
じ、広く国民に対し熱中症予防に関する普及啓発を推進する。

⑥
緊急消防援助隊の
充実強化

　近年、激甚化・頻発化する土砂・風水害、南海トラフ地震等の切迫する大地震等に備えると
ともに、緊急消防援助隊の充実と即応体制の強化を図るため、無償使用制度や財政措置を活用
して、必要な車両及び資機材を整備する。
　また、緊急消防援助隊の活動調整や受け入れを円滑に行うことが災害対応にとって極めて重
要であることから、各都道府県や消防本部における受援計画の見直しや受援図上訓練を推進す
るとともに、「緊急消防援助隊受援アドバイザー事業」により受援に関する豊富な知識又は経
験を有する消防職員を全国に派遣し、具体的なノウハウの提供等、個別の取組をサポートし、
その実効性を高めていく。
　さらに、令和８年度には、緊急消防援助隊全国合同訓練で日本海溝・千島海溝周辺海溝型地
震における緊急消防援助隊アクションプランの検証を行い、自衛隊、警察、海上保安庁、ＤＭ
ＡＴ等関係機関との連携や無償使用車両の活用を含めた実践的な訓練を実施するとともに、各
ブロックの対応力強化を目的とした地域ブロック合同訓練を行う。

広域応援室

(1) 消防職員
　消防を取り巻く環境が複雑化・多様化する中、住民サービスの質を確保しつつ、組織を持続
的に運営していくためには、多様な人材が能力を最大限発揮できる職場づくりが不可欠であ
り、女性消防吏員の活躍推進は、住民サービスの向上、組織の活性化・強化、人材確保・定着
の観点から、引き続き重要な課題である。
　消防庁では、女性消防吏員の比率について将来的に10％程度まで引き上げることを目指し、
まずは５年後（令和１３年度）までに採用者に占める女性の比率を１０％以上とすることを全
国の消防本部の目安となる目標として掲げ、各消防本部に対し、消防庁が掲げた目標を踏まえ
つつ、それぞれの実情に応じた数値目標を設定した上で、計画的に取組を推進することを要請
している。
　また、消防吏員を目指す女性の増加を図るため、女性消防吏員PRポスターの制作やSNS広告
など、積極的な広報活動を実施するとともに、消防本部に対する女性消防吏員活躍推進アドバ
イザーによる助言や管理職員向け研修会を開催するなどの取組を行う。
　あわせて、女性消防吏員の働きやすい職場環境づくりや職域拡大を推進するため、消防署所
等における女性専用施設や応援派遣時に男女各々の宿営環境を確保するために必要な資機材の
整備について支援を行う。

消防・救急課

⑦
消防における女性の
更なる活躍の推進

救急企画室

⑤
救急業務を取り巻く
課題への対策の推進



(2) 消防団員
　令和７年４月１日現在、女性消防団員数は２万9,478人と増加傾向にある一方で、全消防団
員に占める女性消防団員の割合は4.0％にとどまっている。
　消防庁では、消防団員に占める女性の割合について10％を目標としつつ、2030年度（令和12
年度）末まで当面５％とする目標を掲げており、消防団員に占める女性の割合が、現時点で
５％に満たない消防団においては早急に５％以上となるよう、 また５％を超えている団体に
おいては10％以上となるよう引き続き取り組むよう要請している。
　消防庁においても、以下のような取組により、女性の入団促進及び女性消防団員の更なる活
躍の推進を図っている。
　・消防団入団促進広報として、ポスター、ＰＲ動画等を制作し、地方公共団体へ配布。
　・女性消防団員の更なる確保のため、女性の入団促進につながる地方公共団体の取組をモデ
ル事業により支援。
　・「消防団等充実強化アドバイザー」を地方公共団体等に派遣し、女性消防団員の活動事例
や女性が活動しやすい消防団の環境づくり等について講演等を行うことで、女性消防団員の確
保に向けた取組を支援。

地域防災室

(1) 市町村の消防の広域化及び連携・協力の推進
　災害の激甚化・多様化、救急需要の増加、人口減少等の消防を取り巻く環境の変化に的確に
対応し、常備消防体制の整備及び確立を図るため、消防庁では、消防力の維持・強化に当たっ
て最も有効な施策である消防の広域化を推進している。
　また、消防の広域化の実現には、なお時間を要する地域もあり、そのような地域において
は、まず、高機能消防指令センターの共同運用等の連携・協力に取り組むことにより、消防力
の維持・強化を図るとともに、将来的な広域化の実現にも資することが期待される。
　消防の広域化及び連携・協力の推進のための具体的な取組としては、広域化及び連携・協力
の必要性、メリット、全国的な状況などについて、関係団体等に十分に御理解いただくため、
消防庁ホームページ等の広報媒体を活用し、周知・普及啓発を行っていくほか、広域化及び連
携・協力を実現した先進事例、実際に広域化及び連携・協力を行う際の留意事項等について、
都道府県及び市町村等のニーズに応じた情報提供を実施する。
　また、消防用車両の到着時間を可視化するなど、広域化や指令の共同運用における高度な運
用等による効果分析を支援するため消防用車両出動シミュレーションシステムの運用や、広域
化及び連携・協力に係る財政措置を御活用いただき、広域化及び連携・協力に積極的に取り組
んでいただくよう助言等を行う。
　さらに、消防広域化推進アドバイザーの派遣により、広域化及び連携・協力に係る協議を進
めるにあたり諸課題への対応策などに関する個別具体の相談に応じる。

消防・救急課

(2) 防災拠点の耐震化等の推進
　大規模地震時において、的確に災害応急対策を実施するためには、庁舎、消防署所をはじ
め、避難所となる学校施設など、防災拠点となる公共施設等の耐震化を推進することが重要で
ある。
　令和６年４月１日時点の防災拠点となる公共施設等の耐震率は、96.8％となっており、今後
も引き続き防災拠点となる公共施設等の耐震化の重要性を国民に対して周知する。
　また、災害時にあっても災害対策機能が維持されるよう、庁舎等における非常用電源の確保
に係る取組の重要性について周知し、その促進を図る。

防災課

(3) 防災教育の推進及び防災知識の普及啓発
　ア　小さな頃からの防災教育の推進
　　　子供たちが自らの身の安全を確保できるようにすることはもとより、
　　将来の地域防災を担う人材の育成のためには、児童、生徒に発達段階に
　　応じて体系的に防災教育を推進していくことにより、防火・防災や消防に
　　ついて学ぶ機会を拡充し、体系的に学習できる体制を確保していくことが
　　重要である。
　　　消防庁では、消防団員・自主防災組織員等による防災教育の推進及び
　　少年期から消防防災活動への知識と理解を育む少年消防クラブ活動を推進
　　しており、こうした小さな頃からの防災教育の取組の重要性を周知する。
　　　また、「消防団の力向上モデル事業」や「自主防災組織等活性化推進事
　　業」によって、地方公共団体が実施する消防団・自主防災組織等に関する
　　防災教育や啓発を支援し、その成果を横展開する。

地域防災室

　イ　地震、風水害、火山災害、雪害に関する防災知識の普及啓発
　　　地震、風水害、火山災害、雪害による被害を最小限に抑えるため、災害に対し
　　ての日頃からの予防対策や災害時における万全な応急対策の知識を啓発する。特
　　に、風水害においては、近年多発する集中豪雨や台風による洪水、土砂災害、高
　　潮等に伴う予報・警報や避難指示、地震においては、緊急地震速報、津波警報・
　　注意報、南海トラフ地震臨時情報等が発令された場合における対処方法など、早
　　期避難警戒体制を進めるための防災知識の普及啓発を図る。

防災課

(4) 国民保護体制の充実強化
　国民保護体制の充実強化について、全国瞬時警報システム（Ｊアラート）においては、市町
村が設置する情報伝達手段に支障が生じないよう日常的な点検を行うとともに、情報伝達手段
の一層の多重化を推進。
　また、万が一の事案発生の際の国民保護施策の実効性向上を図る観点から、国民保護共同訓
練及び弾道ミサイルを想定した住民避難訓練の全国における実施や、緊急一時避難施設の指定
推進、避難実施要領のパターンの作成推進など、地方公共団体における各種施策の充実に努め
るとともに、国民に対する普及・啓発も実施。

国民保護室
国民保護運用室
国民保護支援調整室

(5) 防火・防災対策の推進
　ア　住宅防火対策の推進
　　　住宅火災による死者数は、平成18年以降減少傾向にあったが、令和３年以降は
　　増加しており、令和５年から死者が1,000人を超えている。
　　　このうち、65歳以上の高齢者が７割以上を占めている。
　　　住宅火災の被害低減を図るため、「住宅防火　いのちを守る　10のポイント」
　　の４つの習慣と６つの対策を活用し、住宅防火対策を国民に周知する。

予防課

⑧ その他の施策



　イ　産業施設の防災対策の推進
　　　令和６年中の危険物施設における火災及び流出事故発生件数は753件で、
　　平成19年以降、高い水準で推移していることから、各消防機関等が適切に危険物
　　の貯蔵、取扱いに係る指導を行うことができるよう、各都道府県等を通じて事故
　　の発生原因、効果的な事故防止対策等について適切に周知していく。
　　　あわせて、危険物施設の適切な維持管理、危険物の安全な貯蔵・取扱いなどに
　　ついて、危険物安全週間などを通じて国民及び事業者に対し周知する。

危険物保安室

(6) 映像共有システムの活用促進
　消防庁映像共有システムは、災害発生時における情報共有の迅速化と効果的な対応を目的と
して導入され、消防本部内での情報共有や大災害時における消防庁での活用など利用は進んで
いるが、継続した利用、更なる利用促進のためにも、さらなる周知、利用促進が必要。

防災情報室

(7) 「消防大学校における教育訓練等に関する検討会」報告書について
　消防を取り巻く環境の変化等を踏まえ、新たな時代を担う幹部を育成するため、これからの
消防大学校における教育訓練等のあり方について検討を行うことを目的として、「消防大学校
における教育訓練等に関する検討会」（R7.10～R8.2）を開催し、令和８年３月に報告書を公
表した。
　今後、各都道府県の消防防災部局や消防学校との連携を踏まえ、毎年度の教育訓練実施要領
の策定、各学科・実務講習（コース）におけるカリキュラム編成等を通じて、本報告書におけ
る提言内容の実現に努める。

消防大学校

(8) 研究成果の社会への普及の推進について
　消防庁消防研究センターが開発したAIを活用した救急隊運用最適化の手法により、日勤救急
隊を含めた救急隊の効果的な増隊・配置シミュレーションを実施することができるものであ
る。また、消防研究センター開発の市街地火災延焼シミュレーションについては、消防本部に
おける警防計画の検討等に用いることが可能なものである。これらの研究成果について、認知
度向上や消防本部での利用促進を図るため、SNS（Youtube、消防庁X等）で広報を行うととも
に、全国の消防本部、都道府県等へ情報提供を行う。

消防研究センター



（参考）消防庁 年間行事予定

行事名 概要 時期 担当課

消防研究センター一般公開
毎年４月の「科学技術週間」（４/18を含む月～日曜日）にあわせて、

消防研究センターの一般公開を実施する。

オンライン開催：
４月10日～
４月20日

実開催：4月17日

消防研究
センター

防災・危機管理特別研修
　都道府県・指定都市危機管理責任者等に対し、内閣危機管理監等によ
る講演、災害対応実例を踏まえた意見交換を実施する。

４月又は５月 防災課

自治体危機管理・防災責任
者研修

　市町村の危機管理監・防災責任者に対し、首長を補佐し、災害対応全
般を指揮･統括するために必要な災害対応力の習得のための研修を行う。

５月、11月予定 防災課

全国瞬時警報システム全国
一斉情報伝達試験

　全国瞬時警報システム（Ｊアラート）による情報伝達時の不具合の発
生を抑制し、緊急時における住民への迅速かつ確実な情報伝達に資する
よう、各地方公共団体の防災行政無線等を実際に起動させる情報伝達試
験を実施する。

５月、８月、
11月、２月予定

国民保護室

春の叙勲伝達式

危険業務従事者叙勲伝達式

春の褒章伝達式 　褒章を受章した消防功労者に対し、総務大臣が褒章を伝達する。

予防業務優良事例表彰式
各消防本部の予防業務の取組のうち他団体の模範となる優れたものに

対し、消防庁長官が表彰する。
５月30日 予防課

「危険物安全週間」

　危険物関係事業所における自主保安体制の確立を呼び掛けるととも
に、広く国民の危険物に対する意識の高揚及び啓発を図るため「危険物
安全週間」を設定し、危険物施設における保安体制の整備促進、各種広
報及び啓発運動を実施する。

６月７日～
６月13日

 
(６月の第２週）

危険物保安室

［表彰式］

危険物保安功労者

優良危険物関係事業所

危険物安全週間推進標語

危険物事故防止対策論文

防災・危機管理トップセミ
ナー
（市区長向け）

市区長に対し、危機管理意識の一層の向上を図り、自然災害、国民の
保護のための措置が必要となる事案等の危機事態において、市区長が
リーダ－シップを十分発揮し、的確な危機対応を行うことができるよう
セミナーを実施する。

６月上旬 防災課

市町村長の災害対応力強化
のための研修

市町村長に対し、災害の警戒段階から発災後に至る各局面における必
要な対応や意思決定についての実践的なシミュレーションを行う研修を
実施する。

６月、11月予定 防災課

「国民安全の日」
昭和35年５月６日の閣議により、産業災害、交通事故、火災等の災害

防止を図る目的として設けられた。
７月１日 総務課

安全功労者総務大臣表彰式 　国民の安全に関して功労のあった消防関係者を総務大臣が表彰する。

消防功労者総務大臣表彰式 　消防に関して功績顕著な消防団員等を総務大臣が表彰する。

第７回緊急消防援助隊全国
合同訓練（図上訓練）

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震の発生を想定し、消防庁及び重点
受援道県（北海道、青森県、岩手県、宮城県）全体で一斉に図上訓練を
実施する。

7月30日 広域応援室

全国少年消防クラブ交流大
会

将来の地域防災の担い手育成を図るため、少年消防クラブ員が消防の
実践的な活動を取り入れた訓練等を通じて他地域の少年消防クラブ員と
親交を深めることを目的に開催する。

９月19日～９月20
日

地域防災室

令和８年度総合防災訓練
大規模災害を想定し、内閣総理大臣をはじめとする全閣僚、関係省庁

等参加の下、関係地方公共団体及び指定公共機関等と連携して、災害発
生時における応急対策の実施体制の確保等を図る訓練を実施する。

９月１日 応急対策室

「防災の日」及び「防災週
間」

　昭和57年５月11日の閣議了解により、台風、高潮、津波、地震等の災
害について認識を深めるとともに、これに対する備えを充実強化するこ
とにより、災害の未然防止と被害の軽減に資するために設けられた。

９月１日
（防災の日）
８月30日～
９月５日

（防災週間）

防災課

　叙勲を受章した消防功労者に対し、総務大臣が勲章を伝達する。

危険物の保安に顕著な功績のあった者及び保安管理等が特に優秀であ
ると認められる事業所等を消防庁長官が表彰する。

５月中旬～下旬 総務課

６月８日
（予定）

危険物保安室

７月上旬
（同時開催）

総務課



行事名 概要 時期 担当課

住宅防火・防災キャンペー
ン

老人の日・敬老の日に、高齢者へ住宅用火災警報器・防炎品・住宅用
消火器・感震ブレーカーを贈ること等を広く呼び掛ける。

９月１日～
９月21日

予防課

救急功労者表彰式
　救急業務推進に貢献し社会公共の福祉の増進に功績があった個人又は
団体を総務大臣及び消防庁長官が表彰する。

９月９日 救急企画室

「救急の日」及び「救急医
療週間」

　救急業務の普及啓発運動を全国的に実施するとともに、救急業務及び
救急医療に対する国民の理解と認識を深めるために、各種行事等への積
極的な参加を呼び掛ける。

９月９日
（救急の日）
９月７日～
９月13日

（救急医療週間）

救急企画室

第31回全国消防操法大会
全国の消防団員の消防技術の向上と士気の高揚を図るとともに、消防

活動の充実発展に寄与することを目的とし、日頃の訓練により培った消
防操法技術を競う全国大会を開催する。

10月31日 地域防災室

令和８年度緊急消防援助隊
地域ブロック合同訓練

　緊急消防援助隊の技術・連携活動能力の向上を図るため、全国６ブ
ロックにおいて消防庁及び各ブロック実行委員会等主催で実践的な訓練
を実施する。

10月上旬～
11月中旬

広域応援室

防災・危機管理トップセミ
ナー
（町村長向け）

町村長に対し、危機管理意識の一層の向上を図り、自然災害、国民の
保護のための措置が必要となる事案等の危機事態において、町村長が
リーダ－シップを十分発揮し、的確な危機対応を行うことができるよう
セミナーを実施する。

11月予定 防災課

国際消防救助隊連携訓練
海外の被災地において、国際的なガイドラインに準拠した適切かつ安

全な捜索・救助活動を実施するため、国際消防救助隊の更なる活動能力
の充実を図ることを目的に年２回開催する。

11月～１月 参事官室

秋の叙勲伝達式

危険業務従事者叙勲伝達式

秋の褒章伝達式 　褒章を受章した消防功労者に対し、総務大臣が褒章を伝達する。

石油コンビナート等におけ
る自衛防災組織の技能コン
テスト

石油コンビナートの事業所の自衛防災組織等の技能や士気の向上を図
ることを目的として、事業所の保有する消防車両を活用した技能コンテ
ストを実施し、その技能が特に優良な組織を表彰する。

募集期間（４月下旬
～５月下旬）

実施期間（７月上旬
～10月上旬）

表彰時期（12月上旬
～中旬頃）

特殊災害室

消防設備保守関係功労者表
彰式

消防用設備の設置及び維持管理の適正化に功労のあった者を消防庁長
官が表彰する。

消防機器開発普及功労者表
彰式

　消防機器の開発普及に功労のあった者を消防庁長官が表彰する。

優良消防用設備等表彰式

消防用設備等、特殊消防用設備等その他これらに類するもののうち、
消防防災の高度化に資するもの、火災時の人的対応力の向上に資するも
の又はユニバーサルデザインの推進に資するもので、他の模範となるも
のを消防庁長官が表彰する。

「119番の日」
自治体消防発足40周年を機に、国民の消防全般に対する正しい理解と

認識を深め、住民の防災意識の高揚を図ることを目的として設けられ
た。

11月９日 防災情報室

秋季全国火災予防運動
火災が発生しやすい時季を迎えるに当たり、全国的に火災予防運動を

展開する。
11月９日～
11月15日

予防課

全国女性消防団員活性化大
会(北海道)

全国の女性消防団員が一堂に会し、日頃の活動事例報告やパネルディ
スカッションを通じて連携を深めることにより、女性消防団員の活動の
活性化を目的として開催する。

９月25日 地域防災室

第７回緊急消防援助隊全国
合同訓練（総合）

全国的な応援が必要な大規模災害の観点から、広域的な部隊進出の検
証、アクションプランの検証、関係機関との連携強化、受援力の強化等
を目的に様々な災害を想定した訓練を実施する。

11月14～15日 広域応援室

総務課

10月17日
（同時開催）

予防課

　叙勲を受章した消防功労者に対し、総務大臣が勲章を伝達する。

11月上旬～中旬



行事名 概要 時期 担当課

第74回全国消防技術者会議
消防に関わる全国の技術者が消防防災の科学技術に関する調査研究、

技術開発等の成果を発表するとともに、他の発表者や聴講者と討論を行
う場として、開催している。

11月19日・20日
消防研究
センター

令和８年度消防防災科学技
術賞（表彰式）

消防防災機器等の開発・改良、消防防災科学に関する論文及び原因調
査に関する事例報告の分野において、優れた業績をあげた等の個人又は
団体を消防庁長官が表彰することにより、消防防災科学技術の高度化と
消防防災活動の活性化に資することを目的とする。

11月19日
消防研究
センター

第29回全国消防救助シンポ
ジウム

全国の消防職員等が救助活動事例や救助技術について発表するととも
に、救助活動に資する専門的知見を有する講師による講演、さらには発
表者、講師、聴講者による討議を通して、救助技術の高度化を推進して
いくことを目的とする。

12月10日 参事官

第７回緊急消防援助隊全国
合同訓練（進出・宿営等）

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震特有の課題検証を目的に、あらゆ
る手段を用いて進出、積雪寒冷地での特殊環境下での活動・宿営を実施
する。

12月17～18日 広域応援室

令和８年版消防白書発刊
各種災害の実態、消防防災行政の現況と課題等について解説し、消防

防災体制の確立に広く活用されることを目的として毎年発刊している。
１月中 総務課

「文化財防火デー」
昭和24年１月26日に法隆寺金堂壁画が焼損したことを契機に、国民的

財産である文化財を火災、震災その他の災害から守るとともに、文化財
愛護に関する意識の高揚を図るために設けられた。

１月26日 予防課

防災まちづくり大賞
　災害に強い安心・安全なまちづくりの一層の推進に資する、防災・防
火に関する優れた取組等を行っている団体を総務大臣及び消防庁長官が
表彰する。

２月下旬 地域防災室

国際消防防災フォーラム
　我が国の消防防災技術・制度、消防防災関連製品の紹介・展示等を、
アジア諸国を中心に広く紹介することを目的に開催する。

２月下旬～
３月上旬

参事官室

春季全国火災予防運動
　火災が発生しやすい時季を迎えるに当たり、全国的に火災予防運動を
展開する｡

３月１日～
３月７日

予防課

車両火災予防運動
　車両交通の関係者及び利用者の火災予防思想の高揚を図り、もって車
両火災を防止し、安全な運送を確保することを目的として車両火災予防
運動を展開する。

３月１日～
３月７日

予防課

全国山火事予防運動
山火事が発生しやすい時季を迎えるに当たって、全国的に山火事予防

運動を展開する。
３月１日～
３月７日

特殊災害室

「消防記念日」

昭和23年３月７日に消防組織法が施行され、広く消防関係職員及び住
民の方々に「自らの地域を自らの手で火災その他の災害から守る」とい
うことへの理解と認識を深めていただくため「消防記念日」が制定され
た。

３月７日 総務課

消防団地域貢献表彰式
地域防災力の向上や消防団員の確保等に特に積極的に取り組む消防団

及び消防団事務を所管する機関に対し、総務大臣が表彰する。
３月上旬 地域防災室

消防団地域活動表彰式
　平常時において地域に密着した活動を行う消防団、消防団員である住
民を雇用し、消防団活動に理解・協力のある事業所等を消防庁長官が表
彰する。

３月上旬 地域防災室

防災功労者消防庁長官表彰
　自然災害、大規模事故等の活動において、顕著な功績が認められる消
防団等を消防庁長官が表彰する。

３月上旬 地域防災室

消防功労者消防庁長官表彰
式

　消防に関して功労のあった消防関係者を消防庁長官が表彰する。 ３月上旬 総務課

優良少年消防クラブ・指導
者表彰
（フレンドシップ）

少年消防クラブ員や指導者の意識高揚とクラブ活動の活性化を図り、
少年消防クラブの育成発展に寄与することを目的に、優良少年消防クラ
ブ及び指導者を総務大臣及び消防庁長官が表彰する。

３月下旬 地域防災室
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